様式第１

令和　　年　　月　　日

新潟県知事　花角　英世　様

住　所

事業者

代表者　　　　　　　　　　　　　　
新商品の生産又は提供による新たな事業分野の開拓の実施に関する計画認定申請書

　Made in 新潟新商品調達制度実施要綱第４条第１項の規定に基づき認定を申請します。

記

（添付資料）

　１　新商品の生産又は提供による新たな事業分野の開拓の実施に関する計画
（様式第２）
２　誓約書（別紙１）
３　直近２営業期間の決算書の写し

４　新商品の概要に関する資料（写真（電子データ）、パンフレット、マニュアル、公的機関等における試験データ等）
（該当する場合に必要となる書類）
１　地域中核企業（直近３決算期のいずれかの期において、県内企業への部材等発注実績が１億円以上の企業）に該当する場合、県内企業への部材等発注状況（別紙２）
２　様式第２に定める証明書類

様式第２

新商品の生産又は提供による新たな事業分野の開拓の実施に関する計画
１　企業の概要

	企業名
	

	代表者名

（役職・氏名）
	

	所在地　
	〒


	資本金
	千円
	従業員数
	　　　　人

	業　種
	
	設立年月
	　　　年　月

	事業内容
	

	担当者
	氏　　名
	部署・役職　　　　　　　　　　　氏名

　

	
	電話番号
	
	ﾌｧｯｸｽ番号
	

	
	E-mail
	

	ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
	


２　事業者の要件（以下の支援メニューを活用した新商品のみが対象になります。）
	新商品の名称
	
	申請区分
	物品・役務

	商品の開発又は事業化等に当たり、活用した支援メニュー等
	証明書類

	
	・経営革新計画に基づいて生産又は提供する商品

〔承認年月日：　　　　年　　月　　日〕
	

	
	・新潟県又は（公財）にいがた産業創造機構の補助金又は融資制度等を活用するなど、新潟県又は（公財）にいがた産業創造機構の支援を受けている商品
	・補助事業等の採択及び完了を証明する書類

・融資制度の利用を証明する書類

・新潟県・（公財）にいがた産業創造機構の支援を受けていることを証明する書類

	
	・国又は県内市町村の補助金又は融資制度等を活用するなど、国又は県内市町村の支援を受けている商品
	・補助事業等の採択及び完了を証明する書類

・融資制度の利用を証明する書類

・国又は県内市町村の支援を受けていることを証明する書類

	
	・新潟県が設置している試験研究機関又は（一財）新潟県建設技術センターが関与し、開発又は事業化した商品
	証明書類（別紙３）

各試験研究機関、新潟県建設技術センターにご相談ください。

	
	・上記以外の公的機関が関与し、開発又は事業化した商品
	証明書類（別紙３）

証明を求める機関、県の産業政策課にご相談ください。

	
	・県内に本店を置く企業が取得した特許権又は意匠権に基づいて開発又は事業化した商品
	・特許電子図書館の経過情報内の登録情報の写し

・権利者が他企業である場合、特許権、意匠権を使用する権利を有することを証明する書類


　※活用した支援メニュー等に○を記入し、活用した年度等を記載すること
３　新商品の説明　

	新商品の名称
	

	新商品の概要
	（申請する新商品の用途、機能、特徴等について簡潔に記載してください。）


	販売を開始した時期
	　　年　　月

	販売価格

仕様・規格等

維持管理費
	

	既存の商品と比較した優位性
	機能・性能
	（使用者の視点から見て、既存の商品（物品・サービス）の機能・性能や提供方法と比べて特に優れている点について、具体的に記載してください。）



	
	価格・維持管理費
	

	
	安全性や環境配慮等（省エネ・省資源など）
	

	
	同様の用途に用いる他者の商品
	（同様の用途に用いる他者の商品がある場合は、その商品の概要を分かる範囲で記載してください。）

企業名

商品名

価　格

機　能



	技術的・構造的な新規性・独自性
	（上記の優位性の背景となる技術的・構造的な新規性・独自性、申請商品のみが持つ強み等について、具体的に記載してください。）



	優位性の客観的な根拠等
	（既存商品と比較した場合の優位性や、技術的な新規性・独自性を示す、試験結果、各種認証の取得状況や受賞経歴などを記載してください。）



	特許権等の取得状況
	□特許権　　□実用新案権　　□意匠権　　□その他（　　　　　）

出願番号・出願日： 
公開番号： 
発明等の名称： 
出願者： 


※「既存の商品と比較した優位性」等については、競合あるいは代替性のある既存商品に比べて、品質や価格、ランニングコスト、安全性、環境面から、どのような新規性、独創性、優位性があるのかを数値やデータなどを用いて具体的に記載してください。また、公的機関における商品の性能に関する試験データ、商品のパンフレット、マニュアル、写真（電子データ）、図面等を添付してください。
４　県に対する使用方法の提案
	想定される

使用分野
	□県全般　　　　　□健康・福祉分野　　　□環境分野　　□商工分野
□農林水産分野　　□土木・農地分野

□その他（　　　　　　　　　）
（該当する分野に「□から■に修正」又は「□にレをチェック」してください）

	具体的な使用

提案
	（県の機関において使途が見込まれることが申請の要件です。県の機関（又は事業）において想定される使用方法を記載してください。）


	使用の効果等
	（県が使用することによるコスト縮減、利便向上等を記載してください。）



５　市場性、売上目標、業績見込み等
	これまでの売上
実績
	（主な販売先と販売額、販売数量について記載してください）


	販売先ターゲットと現在の市場規模及び今後の市場予測
	（ターゲットとしている顧客層と市場規模、今後の動向（拡大、現状維持、縮小等）を記載してください）


	販売戦略
	（どのような方法で販路開拓を図っていくのかを記載してください。）


	売上目標
	（今後の新商品の年間売上額や売上数量等について記載してください。）


	生産又は提供の実施方法等
	（生産又は提供の実施方法、体制等について記載してください。）



	業績見込み
	

	（単位　千円）

１年前

(　　年　月期)

直近期末

(　　年　月期)

１年後

(　　年　月期)

２年後

(　　年　月期)

３年後

(　　年　月期)

売上高

経常利益

新商品に関

する売上高




別紙１

誓　約　書
　Made in 新潟新商品調達制度実施要綱第４条第１項の規定に基づき認定を申請するに当たり、下記の事項について誓約します。
記
　１　認定後は、Made in 新潟　新商品調達制度実施要綱を誠実に遵守すること
　２　認定後、実施計画に変更が生じた場合には、速やかに県に報告すること

　３　認定後は、実施計画の実施状況について毎年１回県に報告し、認定期間経過後も県からの求めがあった場合には、報告に協力すること

４　認定後、新商品の品質、生産、提供、販売等に関する事故や、産業財産に係る権利関係に関する問題等が生じたときは、当方が一切の責任を負い、適正に対処すること

５　自社（個人である場合にはその者）又は自社の役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）は、次のいずれにも該当しないこと

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

(3) 暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者
(4) 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は

積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
(7) (3)から(6)に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有する者
　　令和　　年　　月　　日
　　　新潟県知事　花角　英世　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   代表者氏名                     
別紙２
県内企業への部材等発注状況
１　県内企業への部材等発注実績

第　期（　　　年　月　日～　 　年　月　日）
	発注先企業名

（所在地市町村名）
	年月日
	発注内容

（用途）
	金額

（万円）

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	


※地域中核企業とは、地域におけるサプライチェーンの中核として、県内に協力企業を多く抱える企業をいい、直近３決算期のいずれかの期において、県内企業への原材料・部材等の調達、加工外注などの発注実績が１億円以上あることが必要です。
２　新商品に関する県内企業への部材等発注状況
	発注先企業名

（所在地市町村名）
	契約年月日
	発注内容

（用途）
	金額

（万円）

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	

	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	


※新商品の生産又は提供に当たって、原材料・部材等の調達、加工外注などを県内企業５社以上に行っていることが必要です。

（記入上の注意）

１　上記１については、直近３決算期中いずれかの期における県内企業への部材等発注実績を記入すること。記載しきれない場合は別紙として差し支えない。
２　上記１の発注実績を証する書類（製造原価報告書、発注伝票等）の写しを添付すること。
３　上記２には、新商品に関する県内企業への部材等発注状況を記入すること。

４　上記２の発注状況を証する書類（発注伝票等）を提出すること。
別紙３
令和　　年　　月　　日

新潟県産業労働部産業政策課長　様

新潟県　　　　　　　　　   　　研究所長

新潟県　　　　　　　　 　　　　　　場長

公益財団法人にいがた産業創造機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　一般財団法人新潟県建設技術センター理事長
公　的　機　関　代　表　者

Made in 新潟 新商品調達制度実施要綱第３条第３号、第５号及び第６号に
定める要件に該当する旨を証明する書類

記

	新商品の名称
	

	事業者の名称
	

	支援又は関与した事業、内容、時期等
	


